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法令および定款に基づく
インターネット開示事項

連結計算書類の連結株主資本等変動計算書
連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表
計 算 書 類 の 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表
（ 2 0 1 9 年 ４ 月 １ 日 か ら 2 0 2 0 年 ３ 月 3 1 日 ま で ）

「連結計算書類の連結株主資本等変動計算書」、「連結計算書類の連結注

記表」、「計算書類の株主資本等変動計算書」および「計算書類の個別注

記表」については、法令および定款第18条の規定に基づき、インターネッ

ト上の当社ウェブサイトに掲載することにより株主の皆様に提供していま

す。

表紙
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連結株主資本等変動計算書

( 自　2019年４月１日
至　2020年３月31日 )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 51,730 32,206 51,858 △415 135,378

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,551 △3,551

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

13,774 13,774

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 26 26

連 結 範 囲 の 変 動 △167 △167

持 分 法 の 適 用 範 囲 の 変 動 △9 △9

自 己 株 式 の 取 得 △3 △3

自 己 株 式 の 処 分 △6 68 62

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会計年度中の変動額 (純額 )

連結会計年度中の変動額合計 － △6 10,071 65 10,130

当 期 末 残 高 51,730 32,200 61,929 △350 145,509

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配
株主持分

純 資 産
合 計

その他有価
証 券 評 価
差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 9,071 △33 44,483 △10,277 △2,038 41,206 4,641 181,226

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,551

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

13,774

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 26

連 結 範 囲 の 変 動 △167

持 分 法 の 適 用 範 囲 の 変 動 △9

自 己 株 式 の 取 得 △3

自 己 株 式 の 処 分 62

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会計年度中の変動額 (純額 )

△5,058 25 △26 △1,677 △2,089 △8,825 105 △8,720

連結会計年度中の変動額合計 △5,058 25 △26 △1,677 △2,089 △8,825 105 1,410

当 期 末 残 高 4,013 △8 44,457 △11,954 △4,128 32,381 4,746 182,636

－ 1 －

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

第162期（2020年３月期）

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　　　　　53社

主要な連結子会社の名称　　　　東洋紡フイルムソリューション㈱

東洋紡ＳＴＣ㈱

日本エクスラン工業㈱

呉羽テック㈱

東洋紡エンジニアリング㈱

東洋紡不動産㈱

御幸毛織㈱

東洋クロス㈱

当連結会計年度より、PT. TOYOBO TRIAS ECOSYARを重要性の観点から、東洋紡フイルム

ソリューション㈱およびPT. INDONESIA TOYOBO FILM SOLUTIONSを株式の取得により、それ

ぞれ連結の範囲に含めています。また、金江商事㈱は清算結了したため、連結の範囲から

除外しています。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称　　　東邦化工㈱

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影

響を及ぼさないため連結の範囲から除外しています。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社の数　６社

主要な会社の名称　　　　　　　日本ユピカ㈱

(2) 持分法を適用していない非連結子会社（東邦化工㈱他）および関連会社

（Kureha(Thailand)Co.,Ltd.他）は、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金

（持分に見合う額）等が、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため持分法適

用の範囲から除外しています。

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社は２社であり、決算日は12月31

日です。

連結計算書類の作成にあたり、上記２社については、当該事業年度に係る当該会社の計算

書類を使用しています。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、その決算日が連結決算日と異なる会社は４社であり、いずれも決算日は

12月31日です。

連結計算書類の作成にあたり、上記４社については、当該事業年度に係る当該会社の計算書

類を基礎としていますが、当該会社の決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引について

は必要な調整を行っています。

－ 2 －

連結注記表
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４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券…………　償却原価法（定額法）を採用しています。

その他有価証券

(ｲ) 時価のあるもの……　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

を採用しています。

(ﾛ) 時価のないもの……　移動平均法による原価法を採用しています。

棚卸資産………………………　主として総平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ています。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しています。

リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

を採用しています。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しています。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金……………………　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上していま

す。

賞与引当金……………………　従業員に対する賞与金の支払いに充てるため、支給見込額

に基づき計上しています。

役員退職慰労引当金…………　一部の連結子会社は役員の退職慰労金の支払いに備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末時点の見積額を計上して

います。

環境対策引当金………………　法令に基づいた有害物質の処理等、環境対策に係る支出に

備えるため、今後発生すると見込まれる金額を引当計上して

います。

(4) 重要な繰延資産の処理方法

支出時に全額費用として処理しています。

－ 3 －
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(5) 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法……………　繰延ヘッジ処理によっています。なお、振当処理の要件を

満たしている為替予約については振当処理に、特例処理の要

件を満たしている金利スワップについては特例処理によって

います。

ヘッジ手段とヘッジ対象……　為替変動および金利変動のリスクを、先物為替予約・金利

スワップ等の手段を用いてヘッジしています。

ヘッジ方針……………………　デリバティブ取引に関する内部規定に基づき、実需の範囲

内で行うこととしています。

ヘッジ有効性評価の方法……　金利スワップ特例処理適用の要件およびヘッジ対象とヘッ

ジ手段それぞれの相場変動またはキャッシュ・フロー変動の

累計の比較により、有効性を評価しています。ただし、特例

処理によっている金利スワップについては、その適用要件を

満たしていることで有効性評価を省略しています。

(6) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込

額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しています。なお、退職給

付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっています。また、企業年金基金制度において、年金資産見込

額が退職給付債務見込額に未認識過去勤務費用および未認識数理計算上の差異を加減した額

を超過する場合は、退職給付に係る資産として計上しています。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により費用処理しています。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しています。

未認識過去勤務費用および未認識数理計算上の差異については、税効果を調整のうえ、純

資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しています。

(7) のれんの償却に関する事項

のれんは５年間で償却を行っています。

(8) 消費税等の会計処理の方法

税抜き方式によっています。

－ 4 －
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(9) 未適用の会計基準等

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　改正2020年３月31日）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　改正2020年３

月31日）

①概要

収益認識に関する包括的な会計基準です。収益は、次の５つのステップを適用し認識

されます。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

②適用予定日

2022年３月期の期首から適用します。

③当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結計算書類に与える影響額については

現時点で評価中です。

５．会計方針の変更

　国際会計基準を適用している在外連結子会社は、当連結会計年度より、国際財務報告基準

第16号「リース」を適用しています。これにより、リースの借手は、原則としてすべてのリ

ースを貸借対照表に資産および負債として計上しています。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響は軽微です。

－ 5 －
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連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額

２．担保資産及び担保付債務

396,142百万円

担保に供している有形固定資産 259百万円

担保に供している現金及び預金 2百万円

担保付の流動負債のその他 106百万円

３．偶発債務

保証債務 3,102百万円

４．土地再評価差額金

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、当社および連結

子会社２社、持分法適用関連会社１社は事業用の土地の再評価を行い、再評価差額金のうち、

当社の持分相当額を純資産の部に計上し、再評価差額に係る税効果相当額は負債の部に計上し

ています。

(1) 当社および連結子会社１社、持分法適用関連会社１社

再評価の方法……………………　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公

布政令第119号）第２条第１号および第４号に定める方式に

より算出

再評価を行った年月日…………　2002年（平成14年）３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

… 33,945百万円

(2) 連結子会社１社

再評価の方法……………………　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公

布政令第119号）第２条第４号に定める方式により算出

再評価を行った年月日…………　2000年（平成12年）３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

… 3,184百万円

－ 6 －
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連結損益計算書に関する注記

１．減損損失

　当連結会計年度において、減損損失を認識した主要な資産又は資産グループの内訳は、以下

のとおりです。

場所 用途 主な種類

東洋紡㈱
敦賀機能材工場
（福井県敦賀市）

事業用資産
（エアバッグ用原糸
　製造設備）

建物及び構築物
機械装置及び運搬具　等

TOYOBO CHEMICALS(Thailand)Co.,Ltd.
本社工場
（タイチョンブリ県）

事業用資産
（共重合ポリエステル
製造設備）

建物及び構築物
機械装置及び運搬具　等

　当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分で、遊休資産については個別物件

単位でグルーピングしております。当該資産又は資産グループについては事業環境の変化、遊

休等により、回収可能価額が帳簿価額を下回るため、それぞれ回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（2,397百万円）として特別損失に計上しております。

　その内訳は以下のとおりです。

建物及び構築物　　　　　　　　　　　  430百万円

機械装置及び運搬具　　　　　　　　　1,865百万円

土地　　　　　　　　　　　　　　　　    2百万円

その他　　　　　　　　　　　　　　　  100百万円

合計　　　　　　　　　　　　　　　　2,397百万円

　なお、当該資産又は資産グループの回収可能価額は、土地については売買契約に基づく正味

売却価額、その他の固定資産については合理的な見積り等による将来キャッシュ・フローから

算定した使用価値等に基づいております。

－ 7 －
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式　89,048,792株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議
株 式 の
種 類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配　当　額
（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

20 1 9年６月25日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 3,551 40 2019年３月31日 2019年６月26日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決 議
株 式 の
種 類

配当金の
総 額
（百万円）

配当原資
１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効 力 発 生 日

20 2 0年６月24日
定 時 株 主 総 会

普通株式 3,552
利 益
剰 余 金

40 2020年３月31日 2020年６月25日

－ 8 －
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については、元本回収の安全性および十分な流動性を確保した上

で短期の金融商品に限定して実施しています。また資金調達については、社債等の直接金融と

借入金等の間接金融を併用しています。デリバティブは、為替変動リスク、金利変動リスクの

ヘッジを目的として実需の範囲内に限定して利用し、レバレッジ効果の大きい取引や投機目的

の取引を行わない方針です。

受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、当社グループの与信管

理規定に沿ってリスク低減を図っています。また、投資有価証券は主に取引先企業との業務に

関連する株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等の把握を行っていま

す。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金および社債は

主に設備投資と投融資に係る資金調達です。借入金の一部は、金利変動リスクを回避するため

に、個別契約ごとに金利スワップを主としたデリバティブ取引をヘッジ手段として利用してい

ます。なお、デリバティブ取引は当社グループの規定に従い、実需の範囲で行うこととしてい

ます。

２．金融商品の時価等に関する事項

2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の

とおりです。
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

(1) 現金及び預金 25,247 25,247 －

(2) 受取手形及び売掛金 85,345 85,345 －

(3) 電子記録債権 8,208 8,208 －

(4) 投資有価証券

　その他有価証券 13,807 13,807 －

資産計 132,607 132,607 －

(1) 支払手形及び買掛金 41,659 41,659 －

(2) 電子記録債務 8,357 8,357 －

(3) 短期借入金 32,027 32,027 －

(4) 社債 55,000 54,770 231

(5) 長期借入金 84,360 85,567 △1,206

負債計 221,403 222,379 △976

デリバティブ取引（＊）

①　ヘッジ会計が適用されていないもの 6 6 －

②　ヘッジ会計が適用されているもの (12) (12) －

デリバティブ取引計 (6) (6) －

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（　）で示しています。

－ 9 －
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、並びに(3) 電子記録債権

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっています。

(4) 投資有価証券

　これらの時価について、その他有価証券は主として株式であり、株式は取引所の価格

によっています。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 電子記録債務、並びに(3) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっています。

(4) 社債

　社債の時価については、市場価格によっています。

(5) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっています。長期借入金のうち、変動金利に

よるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異なっ

ていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため当該帳簿価額によ

っています。

デリバティブ取引

①　ヘッジ会計が適用されていないもの

　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ご

との連結決算日における契約額または契約において定められた元本相当額、時価およ

び評価損益並びに当該時価の算定方法は次のとおりです。
（単位：百万円）

デリバティブ取引の
種類等

契約額等
時価（＊） 評価損益

うち１年超

為替予約取引

売建

米ドル 1,612 － △9 △9

ユーロ 80 － 0 0

タイバーツ 793 － 13 13

買建

米ドル 81 － 1 1

ユーロ 25 － 0 0

英ポンド 11 － △1 △1

タイバーツ 4 － 0 0

合　計 2,605 － 6 6

（＊）時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格によっています。

－ 10 －
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②　ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの

連結決算日における契約額または契約において定められた元本相当額等は、次のとお

りです。
（単位：百万円）

区　分
デリバティブ取引

の種類等
主なヘッジ
対　　　象

契約額等
時　価

当該時価の
算定方法うち

１年超

原則的
処理方法

金利スワップ取引
支払固定・
受取変動

長期
借入金

15,000 15,000 △14
取引先金融機関
から提示された
価格等

為替予約取引

買掛金 先物為替相場

買建

米ドル 964 － 4

ユーロ 13 － △0

中国元 54 － △2

為替予約等
の振当処理

為替予約取引

買掛金 （＊）

買建

米ドル 276 －

ユーロ 17 －

中国元 4 －

合計 16,328 15,000 △11

（＊）為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該買掛金の時価に含めて記載しています（上記　負債(1) 参照）。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,226百万円）は､ 市場価格がなく､ かつ将来キャッ

シュ・フローを見積ること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、「資産(4) 投資有価証券　その他有価証券」に含めていません。

（注３）関係会社株式は、「資産(4) 投資有価証券」には含めていません。なお、上場関係会社

株式の連結貸借対照表計上額は2,804百万円、時価は2,523百万円、連結貸借対照表計上

額と時価との差額は281百万円です。また、非上場関係会社株式の連結貸借対照表計上額

は3,084百万円です。

－ 11 －
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賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社および一部の子会社では、大阪府その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地

を含む）等を有しています。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

31,430 37,789

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

（注２）当期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士が「不動産鑑定評価基準」

に基づいて算定した金額ですが、時価の変動が軽微である場合には直近の評価時点の評

価額によっています。その他の物件については適切に市場価格を反映していると考えら

れる指標に基づく金額です。

（注３）「連結貸借対照表に関する注記　４．土地再評価差額金」の再評価を行った土地の当連

結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額のうち、賃貸等不動産による

差額は3,155百万円です。

企業結合等に関する注記

取得による企業結合

当社は、2019年５月22日開催の取締役会において、帝人フィルムソリューション株式会社（以

下「ＴＦＳ社」）およびPT.Indonesia Teijin Film Solutions（本社：インドネシア共和国、以

下「ＩＴＦＳ社」）のそれぞれの株式を取得し、子会社化することについて決議するとともに、

同日付で帝人株式会社との間で株式譲渡契約を締結し、2019年10月１日付で株式取得を完了しま

した。また、あわせて当該子会社２社の商号を東洋紡フイルムソリューション株式会社および

PT.INDONESIA TOYOBO FILM SOLUTIONSに変更しました。

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称およびその事業の内容

①被取得企業の名称　帝人フィルムソリューション株式会社

PT.Indonesia Teijin Film Solutions

②事業内容　　　　　帝人フィルムソリューション株式会社　　フィルムの製造、販売

PT.Indonesia Teijin Film Solutions　　フィルムの製造、販売

(2) 企業結合を行った主な理由

本株式取得の実施により、ＴＦＳ社の持つ高い開発・生産技術と幅広い製品ラインアップ

を加えることで、当社の高機能フィルム製品の開発・生産能力を強化し、フィルム事業基盤

を更に強固なものにしていきます。また、ＩＴＦＳ社を傘下に置くことで海外生産体制を強

化し、当社フィルム事業のさらなるグローバル化を図ることができるものと考えています。

(3) 企業結合日

2019年10月１日

(4) 企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5) 結合後企業の名称

　東洋紡フイルムソリューション株式会社

　PT.INDONESIA TOYOBO FILM SOLUTIONS

(6) 取得した議決権比率

　東洋紡フイルムソリューション株式会社　　100％

　PT.INDONESIA TOYOBO FILM SOLUTIONS　　　100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

－ 12 －
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２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績期間

　被取得企業の決算日は12月31日であり連結決算日との差異は３ヶ月以内であるため、同社の

決算数値を基礎として連結計算書類を作成しています。なお、2019年10月１日をみなし取得日

としていることから、被取得企業の2019年10月１日から2019年12月31日までの期間の業績を含

めています。

３．被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳

取得対価　現金及び預金　　8,983百万円

取得原価　　　　　　　　　8,983百万円

４．主要な取得関連費用の内容および金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等　63百万円

５．発生した負ののれん発生益の金額および発生原因

(1) 発生した負ののれんの金額

65百万円

(2) 発生原因

受け入れた資産および引き受けた負債の純額が株式の取得価額を上回ったため、その差額

を負ののれん発生益として処理しております。

６．企業結合日に受け入れた資産および引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産　　　　　　　　　13,197百万円

固定資産　　　　　　　　　 5,577百万円

資産合計　　　　　　　　　18,773百万円

流動負債　　　　　　　　　 8,614百万円

固定負債　　　　　　　　　 1,111百万円

負債合計　　　　　　　　　 9,725百万円

７．のれん以外の無形固定資産に配分された金額およびその主要な種類別の内訳並びに加重平

均償却期間

顧客関連資産　　　　　　　   900百万円　　　　　償却期間　　　18年

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 2,003円01銭

２．１株当たり当期純利益 155円12銭

重要な後発事象に関する注記

（社債発行の決議）

　当社は、2020年４月24日開催の取締役会において、国内無担保普通社債の発行について包括

決議を行いました。詳細は個別注記表の重要な後発事象に関する注記をご参照下さい。

－ 13 －

連結注記表



2020/05/23 9:51:23 / 19598737_東洋紡株式会社_招集通知

株主資本等変動計算書

( 自　2019年４月１日
至　2020年３月31日 )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金

繰 越
利益剰余金

当 期 首 残 高 51,730 19,224 13,351 32,575 30,636 △415 114,527

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,551 △3,551

当 期 純 利 益 10,489 10,489

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩

自 己 株 式 の 取 得 △3 △3

自 己 株 式 の 処 分 △6 △6 68 61

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 - - △6 △6 6,938 64 6,996

当 期 末 残 高 51,730 19,224 13,344 32,569 37,575 △350 121,523

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 2,100 △24 39,654 41,730 156,256

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,551

当 期 純 利 益 10,489

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩

自 己 株 式 の 取 得 △3

自 己 株 式 の 処 分 61

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△1,233 14 △1,218 △1,218

当 期 変 動 額 合 計 △1,233 14 - △1,218 5,778

当 期 末 残 高 868 △10 39,654 40,511 162,034

－ 14 －
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個別注記表

第162期（2020年３月期）

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……………　償却原価法（定額法）を採用しています。

子会社及び関連会社株式………　移動平均法による原価法を採用しています。

その他有価証券

(ｲ) 時価のあるもの………　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

を採用しています。

(ﾛ) 時価のないもの………　移動平均法による原価法を採用しています。

棚卸資産…………………………　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してい

ます。

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しています。

リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

を採用しています。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しています。

３．重要な引当金の計上基準

貸倒引当金………………………　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上していま

す。

賞与引当金………………………　従業員に対する賞与金の支払いに充てるため、支給見込額

に基づき計上しています。

退職給付引当金…………………　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しています。

環境対策引当金…………………　法令に基づいた有害物質の処理等、環境対策に係る支出に

備えるため、今後発生すると見込まれる金額を引当計上して

います。

－ 15 －
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４．繰延資産の処理方法

支出時に全額費用として処理しています。

５．重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法………………　繰延ヘッジ処理によっています。なお、振当処理の要件を

満たしている為替予約については振当処理に、特例処理の要

件を満たしている金利スワップについては特例処理によって

います。

ヘッジ手段とヘッジ対象………　為替変動および金利変動のリスクを、先物為替予約・金利

スワップ等の手段を用いてヘッジしています。

ヘッジ方針………………………　デリバティブ取引に関する内部規定に基づき、実需の範囲

内で行うこととしています。

ヘッジ有効性評価の方法………　金利スワップ特例処理適用の要件およびヘッジ対象とヘッ

ジ手段それぞれの相場変動またはキャッシュ・フロー変動の

累計の比較により、有効性を評価しています。ただし、特例

処理によっている金利スワップについては、その適用要件を

満たしていることで有効性評価を省略しています。

６．消費税等の会計処理の方法

税抜き方式によっています。

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額　　　311,934百万円

２．担保に供している資産

現金及び預金　　　　　　　　　　　　　　2百万円　　（木管保証金保全協会の担保）

－ 16 －
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３．保証債務

関係会社等の金融機関からの借入等に対する債務保証額

（関係会社）

TOYOBO INDUSTRIAL MATERIAL（Thailand）LTD. 3,340百万円

TOYOBO SAHA SAFETY WEAVE Co.,LTD. 2,923

PT. TRIAS TOYOBO ASTRIA 1,646

PT. TOYOBO TRIAS ECOSYAR 1,541

TOYOBO CHEMICALS(Thailand)Co., Ltd. 1,152

Arabian Japanese Membrane Company,LLC 762

日本ダイニーマ㈱ 760

PT. INDONESIA TOYOBO FILM SOLUTIONS 533

キャストフィルムジャパン㈱ 525

Toyobo Automotive Textiles (CHANGSHU) CO., LTD. 378

PHP Fibers GmbH 167

ゼノマックスジャパン㈱ 87

小計 13,816

（関係会社以外）

従業員住宅貸金（2件） 2

小計 2

計 13,817

４．関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 27,593百万円 短期金銭債務 31,849百万円

長期金銭債権 2,255百万円 長期金銭債務 82百万円

５．土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しています。

再評価の方法……………………　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布

政令第119号）第２条第４号に定める路線価に合理的な調整を

行って算定する方法

再評価を行った年月日…………　2002年（平成14年）３月31日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

… 30,660百万円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 51,361百万円

仕入高 27,982百万円

営業取引以外の取引高 21,926百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末自己株式数                     普通株式 237,610株

－ 17 －

個別注記表
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税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金 934百万円

棚卸資産評価減 413

退職給付引当金 4,583

減損損失 565

投資有価証券評価減 1,478

減価償却超過額 195

合併引継有価証券 105

資産除去債務 310

火災関連損失 1,114

その他 1,202

繰延税金資産小計 10,899

評価性引当額 △1,112

繰延税金資産合計 9,787

（繰延税金負債）

適格事後設立 △2,269百万円

その他有価証券評価差額金 △366

その他 △383

繰延税金負債合計 △3,018

繰延税金資産の純額 6,769

上記の他、再評価に係る繰延税金負債18,655百万円を固定負債に計上しています。

関連当事者との取引に関する注記

　子会社及び関連会社等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の
所 有 割 合

関 連 当 事 者 と の 関 係 取 引 の 内 容
取引金額
（注７）

科 目
期末残高
（注７）

子 会 社 東洋紡ＳＴＣ㈱ 直接 100％
当社が各種製品を販売
役員の兼任等…有

製品を販売
（注１）

41,479 売 掛 金 10,101

資金の貸付
（注２）

5,878
（注３）

短期貸付金 5,348

利息の受取 42 － －

子 会 社 御幸毛織㈱ 直接 100％
当社に資金を預入
役員の兼任等…有

資金の預り
（注４）

6,171
（注３）

預 り 金 6,900

利息の支払 18 － －

子 会 社 金江商事㈱ 直接 100％ － 債権放棄（注５） 1,213 － －

子 会 社
東洋紡エンジニアリン
グ㈱

直接 100％

当社の建物・機械装置の
設計および施工を請負
役員の兼任等…有

当社の建物・機械装
置の設計・施工を請
負（注６）

19,889 未 払 金 9,054

資金の預り
（注４）

3,725
（注３）

預 り 金 5,053

利息の支払 9 － －

－ 18 －
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取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　（注１）当社は、製品を市場価格を勘案の上決定した価格により販売しています。

　　　　　　ただし、繊維製品については、当社の総原価に一定の利益を加えた価格によっていま

　　　　　　す。

　　　（注２）資金の貸付については市場金利を勘案して決定しています。なお、担保は受け入

　　　　　　れていません。

　　　（注３）資金の貸付および預りについてはＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）によ

　　　　　　る取引金額が含まれており、取引金額は期中の平均残高を記載しています。

　　　（注４）資金の預りについては市場金利を勘案して決定しています。

　　　（注５）債権放棄については、金江商事㈱の清算結了により行ったものです。

　　　（注６）建物・機械装置の設計および施工については、市場価格を勘案の上決定した価格に

　　　　　　よっています。

　　　（注７）取引金額には消費税等を含めていません。期末残高には消費税等を含めています。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 1,824円48銭

２．１株当たり当期純利益 118円12銭

重要な後発事象に関する注記

（社債発行の決議）

　当社は、2020年４月24日開催の取締役会において、国内無担保普通社債の発行について包括決

議を行いました。概要は以下のとおりです。

（１）発行総額　　20,000百万円以下

　　　　　　　　ただし、この範囲内で複数回の発行を妨げない。

（２）発行価額　　各社債の金額100円につき金100円

（３）利率　　　　社債と同年限の日本国債流通利回り＋1.0％以下

（４）払込期日　　2020年４月25日から2021年３月31日まで

　　　　　　　ただし、本期間中に募集がなされた場合は、払込期日が本期間後であって

も含まれるものとする。

（５）償還期限　　５年以上10年以内

（６）償還方法　　満期一括償還

　　　　　　　ただし、買入消却条項を付すことができる。

（７）資金使途　　借入金返済資金、社債償還資金、有価証券の取得資金（Ｍ＆Ａによる株式

取得資金を含む）、運転資金および設備資金

（８）特約条項　　本社債について「担保提供制限条項」を付すものとする。

（９）その他　　　会社法第676条各号に掲げる事項およびその他社債発行に必要な一切の事

　　　　　　　　　項の決定は、上記の範囲内で財務部統括役員に一任することとする。

－ 19 －
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